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研究成果の概要（和文）：本研究は道路政策をミクロ経済学の点から総合的に検討した研究であ

り、以下の主要な成果を得ている。第一に、道路特定財源のミクロ経済学的背景は薄弱であり、

道路料金収入を道路投資以外に使うことも十分考えられる。特に、ロンドンやストックホルムで

行われているような、道路料金収入による公共交通への投資は社会的に望ましい場合がある。第

二に、燃料税は自動車交通がもたらす混雑外部性の補正に必要であり、東京圏のデータからは、

燃料税を含めた道路課金の水準は低いことが示唆される。 

 

研究成果の概要（英文）：This study is a comprehensive analysis of road policies based on 

microeconomics.  The main results are as follows.  First, the rationale for the special 

account for revenues earmarked for road construction is weak from microeconomics.  

Revenues from road taxes may be used in various ways.  Especially, the investment in public 

transit by the revenues from road taxes, as implemented in London and Stockholm, possibly 

enhances the social surplus.  Second, the road taxes are necessary to adjust the congestion 

externality.  The simulation based on the data on Tokyo suggests that the level of road 

taxes is insufficient. 
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１．研究開始当初の背景 

 2006 年の研究申請時、日本では道路特定財

源を一般財源にするかどうかが非常に大きな

政治的問題になっていた。しかし、ミクロ経

済学の視点から真剣にこの問題が検討された

形跡はなかった。もう少し広い目で見ると、

道路建設に約 6 兆円（平成 18 年度）という巨

額の資金を投下しているにもかかわらず、道

路政策自体をミクロ経済学の視点で総合的に

検証することは行われてこなかった。 

 道路政策に関しては、これまでどちらかと

いうと、ケインズ経済学によるマクロ経済学

的視点で見られることが多かった。すなわち、

道路投資を行えば、雇用が増え、経済効果が
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生じるという議論である。しかし、上記の議

論は、必ずしも道路に限った話ではなく、政

府支出全体に通じる話である。したがって、

道路投資を経済学的に分析する際の、ごくわ

ずかな一面でしかない。Aschauer (1989)に代

表される、社会資本を含んだ社会の生産関数

に関する研究では、社会資本投資によって経

済全体の効率性が高まり、経済成長がおきる

という点に焦点を当てている。この研究の結

果を応用すれば、道路投資が将来の経済成長

に結びつくならば、道路投資を行うことが望

ましいということになる。しかし、このよう

な研究からは、道路投資が全体として望まし

いかどうかしかわからない。また、現実には、

政府が利用できる資金は限られている。その

場合に、道路投資が日本全体にプラスの影響

をあたえるとしても、他の用途（例えば、教

育や社会保障）に資金を配分する方が、より

社会的に望ましいかもしれない。 

 道路政策をミクロ経済学の視点で分析す
ることが重要なのは、他の財政使途を考えな
がら、より細かい政策分析が可能になるから
である。しかし、そのような検討は、2006 年
の研究申請時には、全く行われていない状況
であったといってよく、道路特定財源の見直
し等が政治的課題となっていた当時、本研究
の内容は、日本経済にとって非常に重要であ
ったと言える。 
 

Aschauer, D. A., (1989), “Is Public 
Expenditure Productive?” Journal of 
Monetary Economics 23, 177-200. 
 

２．研究の目的 

 本研究の目的は、これまで、ミクロ経済学

の視点で総合的に研究されてこなかった道路

政策を、理論的・実証的に検証し、その結果

として、今後一層厳しくなると予想される財

政事情の中で、道路政策をどのように位置づ

けるべきかを明らかにすることである。 

 主として、本研究の目的は、大きく分けて

以下の 5 点を明らかにすることであった。 

（1）道路投資の財源は誰がどのように負担す

べきかという問題である。道路特定財源の理

論的な基礎となっているのは、Mohring and 

Harwitz (1962)や Strotz (1965)の分析であ

る。それらでは、もし、道路サービスの生産

が規模に関して収穫一定であるなら、最適な

混雑税を課せば、最適な道路投資を賄うこと

ができることが示されている。彼らの議論か

らは、いわゆる「受益者負担」の原則が導か

れる。しかし、彼らの議論は、道路に関して

独立採算が可能であることを意味するので、

道路サービスを国や地方公共団体が供給する

ことを正当化しない。これらの点を踏まえて、

道路投資の財源調達の問題を、道路を誰が供

給すべきかも含めて理論的に分析する。 

（2）自動車利用者は、なぜ燃料税を支払うの

かという問題である。現状では、自動車利用

者が支払う燃料税で、「受益者負担」の名のも

とに、道路投資が行われている。最近の研究

（例えば、Small and Kazimi (1995)）では、

自動車がもたらす混雑、環境汚染などの社会

的費用は非常に高いことが知られている。し

たがって、それらの外部不経済を補正する手

段として燃料税を位置づけることができる。

この考え方にたつと、燃料税収で道路建設を

行うのが望ましいかどうかは必ずしも明らか

ではない。例えば、外部不経済を補正する手

段として燃料税を用い、その税収を教育投資

や医療費、年金財源の拡充に充てるという政

策が望ましいかもしれない。このように、自

動車利用者が支払う燃料税の妥当性、その水

準と使途を理論的、実証的に分析する。 

（3）一般道と有料道路制度をどう考えるべき

かという問題がある。日本のように高額な高

速道路料金を徴収している国は他にないため、

高速道路料金の値下げや無料化は一般的にも

非常に興味がある話題である。制度的に見る

と、一般道に関しては「受益者負担原則」の

もと、燃料税が道路建設の原資となっている。

一方、高速道路に関しては「受益者負担原則」

のもとで、通行料金で建設費を賄うこととな

っており、2 つの異なった制度が並立してい

る。このような並立した制度が望ましいかど

うかという点を理論的、実証的に分析する。 

（4）道路投資をめぐる地域的問題である。地

方では、これまで、不況対策として公共投資

が行われることが多かった。その中でも道路

投資は中核を占めてきた。マスメディアが頻

繁に取り上げるような、交通量がほとんどな

い道路でも建設されるのは、このような背景

があるからである。一方で、東京圏では環状

道路等が未整備で、渋滞を抑え、経済の効率

性を高めるという観点で、道路建設を進める

べきだという議論がある。このように、地方

の道路と都市の道路は異なった役割が期待さ

れている面があるが、道路利用者が支払う燃

料税は一律であって、その燃料税収で道路投

資が行われている。先ほど述べた Mohring and 

Harwitz (1962)や Strotz (1965)の議論でも、

地方と都市の 2 地域が存在するということは

考えられていない。したがって、地方と都市

の 2 地域を明示的に考慮したとき、道路投資

や財源調達はどのようにあるべきかを理論的、

実証的に分析する。 

（5）これまでの道路政策は道路の世界だけで



 

 

完結していたと思われるが、実際には、道路

は 1 つの交通手段に過ぎない。道路政策を考

える際には、交通ネットワ‐クという観点で、

鉄道、船舶、航空といった他の交通手段との

関連を考える必要がある。しかし、道路政策

の分野で、唯一ミクロ経済学を応用している

費用便益分析でさえ、他の交通手段の存在は

無視されている。他の交通手段の存在を明示

的に考えた場合の道路政策が、道路だけしか

考えない道路政策に比べてどのように異なる

かを理論的、実証的に分析する。 
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３．研究の方法 

 本研究では、理論モデルの開発だけでなく、

混雑税の水準に関するシミュレーションモデ

ルも開発し、実際に東京圏のデータを用いて

シミュレーションも行った。このために、主

として以下の 6 つの研究段階を有機的に組み

あわせて研究を遂行した。特に海外での現地

調査、学会発表、学会発表時の他の研究者か

らのフィードバックは本研究を大きく前進さ

せた。国際比較の視点からも国際的な調査は

必要不可欠であった。 

 

（1）既存文献の整理 

（2）海外での現地調査 

（3）(1)と(2)の結果を踏まえた理論モデルの

開発 

（4）理論モデルを現実に応用するためのシミ

ュレーションモデルの開発 

（5）シミュレーションモデルのパラメータ決

定のための文献調査 

（6）（5）を基にしたシミュレーション 

（7）国内外の学会での成果の公表と他の研究

者からのフィードバック 

 
４．研究成果 

 先ほど指摘した 5 つの研究目的に対応した

成果が得られている。 

(1)「受益者負担」の原則が成立するのは、特

殊な状況においてのみであり、一般には成立

しない。特に、道路交通だけでなく鉄道等の

公共交通がある場合は、公共交通の状況を踏

まえて、道路料金を決定する必要があるため、

道路料金収入と道路投資が等しくなるとは言

えない。したがって、道路利用者だけが道路

投資額を負担すべき、また、燃料税等の道路

から得られる収入を道路投資だけに用いると

いうのは根拠がない。その意味で、道路特定

財源のミクロ経済学的根拠は薄弱である。 

 

(2)燃料税は自動車交通がもたらす混雑外部

性の補正に必要である。その使途は、道路建

設に限るべきではなく、社会的に最も望まし

い用途に用いるべきである。東京圏のデータ

を基にしたシミュレーションでは、燃料税等

の道路課金の水準は低すぎることが示唆され

ている。 

 

(3)一般道と高速道路に対応した 2 つの制度

が必要なのではなく、混雑外部性の補正がな

されることこそ重要である。高速道路を一般

道と同様に無料化すれば、制度は統一される

が、両方ともで混雑外部性の補正ができなく

なるので望ましい政策とは言えない。特に、

混雑している高速道路で料金を引き下げるこ

とは社会的な弊害が大きい。 

 

(4)道路投資をめぐる地域的な問題であるが、

効率性の点からは、地域ではなく、混雑外部

性に着目することが重要である。東京圏のデ

ータを基にしたシミュレーションでは、混雑

している道路への投資は望ましいが、混雑し

ていない道路への投資は望ましくないという

結果が得られている。 

 

(5)道路料金収入を、道路投資だけでなく、代

替的な鉄道への投資、補助金に充てる場合を

理論モデルで分析した。その理論モデルを基

にしたシミュレーションで、東京圏のデータ

を用いて、道路料金収入を使って混雑してい

る鉄道へ投資することが望ましい場合がある

ことを示した。また、東京圏のように道路も

鉄道も混雑している状況では、道路投資も有

効であること、鉄道への補助金は有効性が薄

いことも示した。 
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